
１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

　人口の減少や高齢化の進行による担い手不足、鳥獣被害の増加等（H30年度鳥獣被害　14百万円
（別府市全体））によって、棚田の保全管理が困難になってきており、平成27年の耕作放棄地面積は123
ｈａ（別府市全体）となっている。
　集中豪雨の際には棚田に雨水が一時的に貯留されるなど、洪水防止機能を果たすとともに、日々の
棚田の維持管理を通じて土砂流出防止機能を果たしているため、棚田の耕作を継続しようとしている
が、年々、棚田の保全管理が厳しくなっており、担い手や後継者の確保、鳥獣被害対策が営農上の最
大の課題となっている。
　また、担い手等の人材不足の解消のため、移住・定住の促進に向けた取組を行いたいと考えているも
のの、空き家の活用や起業支援などを通じた移住・定住者用の住居や働き口の確保が大きな課題と
なっている。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

新規就農者2名及び、内竈園芸組合・堂面棚田を守る会等を中心として農地の集約化を図る。
また、レジャー農園等の家庭菜園利用者を広く募集し、農地の活用を推進する。

実質化された人・農地プラン

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計
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④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計

③地区内における７０才以上の農業者の耕作面積の合計 2.7
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

〇　農地の貸付け等の意向
　　貸付け等の意向が確認された農地は、10,742㎡となっている。

〇　農地中間管理機構の活用方針
　(令和2年４月より農業振興地域外でも農地中間管理機構の利用が可能。）
　　将来の経営農地の集約化を目指し、農地所有者は、出し手・受け手にかかわらず、原則として、農
地を機構に貸し付けていく。
　　中心経営体が病気や怪我等の事情で営農の継続が困難になった場合には、農地バンクの機能を
活用し、農地の一時保全管理や新たな受け手への付け替えを進めることができるよう、機構を通じて中
心経営体への貸付を進めていく。

〇　基盤整備への取組方針
　　農業の生産効率の向上や農地集積・集約化を図るとともに、水路や農道の維持保全活動に取り組
む。

〇　鳥獣被害防止対策の導入方針
　　地域による鳥獣害対策の集落点検マップ（侵入防止柵や檻の設置状況、放任果樹や目撃・被害発
生場所等）づくりや捕獲体制の構築等に取り組む。


